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表 1 TYPICAL TECHNICAL ADVISORY MENU（英文）

参考 1 調査対象国の主要データ

参考 2 調査対象国の位置
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第第第第 1章章章章    調査の背景と目的調査の背景と目的調査の背景と目的調査の背景と目的

1.1. 調査の背景調査の背景調査の背景調査の背景・経緯・経緯・経緯・経緯

平成 11年度に行われた連携促進委員会（電力分野知的支援）の提言を受け、本年度は開発途上

国における我国の知的支援に関する幅広い協力促進および関連プロジェクトの案件形成の観点

から我国政府部門，民間部門にまたがる関係者による情報交換，意見交換の場として電力分野知

的支援フォーラムを設置した。第一回会合は 6月 29日に開催され、民間電力会社，コンサルタ

ント会社等約 40名が出席し、JICA－JBIC事務局よりフォーラム設置の主旨説明を行うと共に、

本活動に係る参加者の関心事項について意見交換を行った。

本フォーラムでは、今後 JBIC，JICA から、開発途上国の電力分野知的支援ニーズに関連する

基礎情報を提供することにしており、それをベースにフォーラム参加メンバーで意見交換，支援

の可能性について議論することとしている。

本件電力分野に関するベースライン調査は、開発途上国の電力セクターを取巻く現状を調査し、

今後の JICAにおける電力分野支援を検討する際の基礎情報を得ることを目的とすると共に、調

査でえられる情報を上記電力分野知的支援フォーラムにも提出し、検討の材料として活用する。

本調査ではアジア各国の電気事業の現状を調査し、「知的支援型連系促進事業（電力分野知的支

援）報告書」で提言された「知的支援として協力可能な分野」に関連する協力ニーズについても

検討する。提言された協力可能な分野は以下の通り。

1) 政策づくりにかかわる支援

2) 電気事業経営にかかわる支援

3) 民活導入の円滑化にかかわる支援

4) 地方電化にかかわる支援

5) 人材育成にかかわる支援

1.2. 調査の目的調査の目的調査の目的調査の目的

本調査では、調査対象国関係省庁，各機関との協議を実施し、上記「知的支援として協力可能な

分野」に関して、各調査対象国の電力セクターの現状を把握し、協力ニーズを検討する。

具体的には電力事業開発計画の整備状況，政府あるいは公的部門の財務負担能力，電気事業にお
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ける政府側および民間側の権限，義務，責任等を明確にする法制度の整備状況，地方電化に関す

る推進組識，制度，電気事業に携る諸分野の人材育成の状況等に関する調査を行う。ただし、調

査内容については、事前に対象国の現状を調査して把握した各国毎の現状の課題に基づいて重点

的に実施する。

第第第第 2章章章章    調査対象国調査対象国調査対象国調査対象国

JICAが主催する「電力分野知的支援に関する連系促進委員会」の 3回に亘る会議を基にして東

南アジアでの調査対象国として次の 3ヶ国が選ばれた。

♦ フィリピン

♦ ベトナム

♦ インドネシア

第第第第 3章章章章    調調調調 査査査査 項項項項 目目目目

調査対象項目は次に示す 6項目とし、予め考えられる知的支援メニューを作成し、調査対象国の

実状を勘案して対象項目を選定した。

♦ 調査対象項目のリスト

① 電力事業開発計画の整備状況

② 政府あるいは公的部門の財務負担能力

③ 電気事業における政府側および民間側の権限，義務，責任等を明確にする法制度の整備

状況

④ 地方電化に関する推進組識，制度

⑤ 電気事業に携る諸分野の人材育成の状況

⑥ その他（最適化計画等）

♦ 知的支援メニュー（参考）

区       分 項        目

電 力 行 政 • 電気事業方および組織改革に関する調査分析提言

• 民間資金導入に関する調査分析提言

会 社 経 営 • 電力会社の経営財務会計制度に関する調査分析提言
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• 電気料金の設定に関する調査分析提言

最 適 化 計 画 • 電源開発に関する長期計画策定に関する調査提言

• 送電線設備開発長期計画策定に関する調査分析提言

• 需要の分析と需要想定に関する調査分析提言

• 資源を考慮した電源のベストミクスに関する調査分析提言

• 事故率等供給信頼度に関する調査分析提言

• 系統運用実績の分析評価手法の策定

火力発電技術 • 火力発電所燃料の最適配分に関する調査分析提言

• 原油ガス等火力燃料原資の国際的環境を考慮した情勢分析

• 火力発電所の効率向上に関する調査分析提言

• 火力発電所の公害防止に関する調査分析提言

• 火力発電所の安全基準と維持管理基準の策定

水力発電技術 • 包蔵水力の算定と電源開発に及ぼす影響

• 水系一貫水力発電所開発計画の策定

• 水力発電所の安全基準と維持管理基準の策定

• 水力発電設備の環境基準の策定

• 河川法を中心とした河川管理の概念に関する基準の策定

• 電源三法を中心とした利益地元還元の概念

• 多目的ダムの取扱いに関する基準の策定

• 河川測水記録の整備に関する計画の策定

• 揚水発電所の系統における役割分析

• 出水時等非常の場合における状況判断基準の策定

設備維持管理 • 送変電の安全基準と維持管理基準の策定

• 給電指令システムの高度化に関する調査分析提言

• 全系統崩壊を防ぐための保護制御方式の検討

• 既設発電所設備のリハビリ・アップグレーディング事業化策定

地 方 電 化 • 再生可能エネルギーによる地方電化マスタープラン策定

• 地方電化の事業化体制（O&M，制度・組織，財政）レビュー・策定

• 発電機器の性能向上・コストダウン推定・定着化支援

人 材 養 成 • 個別専門家派遣，研修受入れによる発変送電設備の計画・修復・

維持管理支援

新エネルギー • 新エネルギー開発導入促進政策の策定支援

• CO2削減等地球環境問題アクションプラン推進・策定
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第第第第 4章章章章    調調調調 査査査査 機機機機 関関関関

第 1 に電力事業を管轄する省庁および実際に電力供給に従事している諸機関を対象とし、加えて

国の経済計画の策定を担当する省庁の他電力事業に関連すると考えられる省庁（環境，科学技術，

建設，農業等）を対象とした。

さらに各国に種々の支援を行っている世界銀行(WB) アジア開発銀行 (ADB) も調査の対象とし

た。

参考参考参考参考 1 調査対象国の主要データ調査対象国の主要データ調査対象国の主要データ調査対象国の主要データ

フィリピン
（1998年）

ベトナム
（1998年）

インドネシア
（1998年）

国 土 面 積 299千 km2 332千 km2 1,900千 km2

人 口 75.2百万人 78.0百万人 216百万人

首 都 マニラ ハノイ ジャカルタ

G D P 684億ドル 274億ドル 941億ドル

G D P ／ 人 909ドル 351ドル 460ドル

発 電 電 力 量 39,332 GWh 21,665 GWh 75,000 GWh
発電設備容量 11,808 MW 5,679 MW 20,580 MW
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